
上　越　市

令和４年度

統一的な基準による財務書類

令和６年３月



Ⅰ はじめに　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１

Ⅱ 財務書類について　・・・・・・・・・・・・・・・　２

　　　 　（１）財務書類の構成

　（２）財務書類４表構成の相互関係

　（３）連結対象とした会計の範囲

Ⅲ 令和４年度　財務書類（要約）　・・・・・・・・・　４

　　　 　（１）貸借対照表

　（２）行政コスト計算書

　（３）純資産変動計算書

　（４）資金収支計算書

Ⅳ 分析比率　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　８

目　　次

※本資料の表及び説明に記載している金額及び比率は、表示単位未満を
四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。



Ⅰはじめに
　
　
　平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」
を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置づけられました。
これにより「新地方公会計制度研究会報告書」（平成１８年５月総務省）で示された「基準モデル」
又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、地方公共団体単体及び関連団体等を含む連結ベースでの
財務書類を整備することとなりました。

　このため、本市では平成１９年度決算からは「総務省方式改訂モデル」により貸借対照表、行政コ
スト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書を作成してきました。

　各地方公共団体において財務書類の作成が進んだ一方で、財務書類の作成方式が複数あり、比較可
能性の確保に課題があるほか、多くの地方自治体において地方財政状況調査（決算統計）を活用し
た、固定資産台帳の整備を要しない、総務省方式改訂モデルが採用され、固定資産台帳の整備が十分
ではないといった課題もありました。

　また、平成２６年４月には財務書類の作成方法の統一化のための「今後の新地方公会計の推進に関
する研究会報告書」が取りまとめられ、平成２７年１月には「統一的な基準による地方公会計マニュ
アル」が公表され、当該基準による財務書類等を原則として平成27年度から平成29年度までの３年
間で全ての地方公共団体において作成するよう総務省から要請がされました。

　これを受けて、本市では、平成２７年度に固定資産台帳の整備に着手、平成２８年度に統一的な基
準による財務諸表（一般会計等）を試行的に作成し、平成２９年度以降は、毎年度統一的な基準によ
る財務書類を作成し、公表しています。

●公会計制度について

　地方公会計制度とは、これまでの「単式簿記・現金主義」による自治体の会計制度に、「複式簿
記・発生主義」といった企業会計的要素を取り込むことにより、資産や負債などのストック情報や、
現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握可能とするとともに、自治体の財政状況を分かりや
すく開示し、資産や債務の適正管理及び有効活用といった、中長期的な視点に立った自治体経営の強
化に資するものです。

●統一的な基準による財務書類の主な特徴

　①会計処理の方法として、複式簿記・発生主義会計を採用
　②資産の保有状況などを記載した固定資産台帳を整備
　③他の地方自治体との比較が可能
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Ⅱ財務書類について

（１）財務書類の構成

【貸借対照表】
　貸借対照表は、年度末時点における、住民サービスを提供するために保有している資産状況を明ら
かにするとともに、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示
した財務書類です。表内の資産合計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右の
均衡がとれていることからバランスシートとも呼ばれています。

【行政コスト計算書】
　会計期間中（4月1日から翌年３月31日まで）の行政活動のうち、福祉給付やごみの収集といった
資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの対価として得られた収入金
等の財源を対比させた財務書類です。

【純資産変動計算書】
　貸借対照表の資産と負債の差額である純資産の会計期間中の変動内容を表すものです。「純資産」
を構成する税収をはじめとする財源や、行政コスト計算書で計算された純行政コストを基に会計期間
中の純資産総額の増減を把握できます。

【資金収支計算書】
　歳計現金（資金）の出入りの情報を、歳出の性質によって、業務活動収支、投資活動収支、財務活
動収支に区分し、全ての行政活動に関わる資金の出入り情報について、それぞれの区分ごとに収支状
況を表したものです。

（２）財務書類４表構成の相互関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年８月改訂）
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※全体とは、一般会計等に特別会計及び公営企業会計を含めたもので、連結とは、全体に外郭団体を
　含めたものです。なお、外郭団体のうち第三セクターについては、市の出資比率が４０％以上の団
　体を対象としています。

（３）連結対象とした会計の範囲

連結対象とした会計の範囲

≪一部事務組合≫
○新潟県市町村総合事務組合 ○上越広域伝染病院組合
○上越地域消防事務組合

≪広域連合≫
○新潟県後期高齢者医療広域連合

≪第三セクター≫
○㈲やまざくら ○リフレ上越山里振興㈱ ○マリーナ上越㈱ ○㈱みなもとの郷
○（公財）上越勤労者福祉サービスセンター ○（公財）浦川原農業振興公社
○（公財）大島農業振興公社 ○（一財）ゑしんの里観光公社
○（公財）雪だるま財団 ○（公財）牧農林業振興公社
○（公財）清里農業公社 ○東頸バス㈱ ○Ｊ－ホールディングス㈱
○（一財）上越市地域医療機構 ○（社福）上越市社会福祉協議会

外郭団体[１９会計]

○一般会計（介護サービス特別会計含む）

○国民健康保険特別会計 ○診療所特別会計 ○介護保険特別会計
○後期高齢者医療特別会計

≪公営企業会計≫
○水道事業会計 ○下水道事業会計 ○工業用水道事業会計 ○ガス事業会計
○病院事業会計

特別会計・公営企業会計[９会計]

連 結

全 体

一般会計等[1会計]
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ⅡⅢ 令和４年度  財務書類 （要約）

（１）貸借対照表（バランスシート）（令和5年3月31日）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

(１)固定資産 384,091 96% 659,170 95% 670,699 95% (１)固定負債 113,148 28% 319,519 46% 321,200 45%

（1）有形固定資産 372,977 94% 646,906 93% 652,153 92% ①地方債等 100,718 25% 193,522 28% 193,829 27%

　①事業用資産 176,265 44% 178,687 26% 183,477 26% ②退職手当引当金 12,014 3% 13,430 2% 14,721 2%

　②インフラ資産 193,372 49% 455,068 66% 455,068 64% ③その他 416 0% 112,568 16% 112,650 16%

　③物品 3,341 1% 13,151 2% 13,607 2% (２)流動負債 13,834 3% 25,144 4% 26,107 4%

（2）無形固定資産 93 0% 229 0% 234 0% ①１年内償還予定地方債等 11,952 3% 21,913 3% 22,172 3%

（3）投資その他の資産 11,021 3% 12,034 2% 18,312 3% ②未払金 4 0% 847 0% 1,237 0%

　①投資及び出資金 2,431 1% 2,931 0% 1,921 0% ③その他 1,878 0% 2,383 0% 2,699 0%

　②長期延滞債権 1,007 0% 1,547 0% 1,547 0%

　③基金 7,667 2% 7,667 1% 14,915 2% 126,982 32% 344,663 50% 347,307 49%

　④徴収不能引当金 △ 83 0% △ 139 0% △ 139 0%

　⑤その他 0 0% 29 0% 68 0% 固定資産等形成分 390,983 98% 668,614 96% 681,236 96%

(２)流動資産 14,530 4% 34,262 5% 37,415 5% 余剰分（不足分） △ 119,344 △30% △ 319,846 △46% △ 322,791 △46%

①現金預金 6,687 2% 22,635 3% 24,060 3% 他団体出資分 2,362 0%

②未収金 212 0% 2,051 0% 2,686 0%

③財政調整基金等 7,627 2% 9,296 1% 10,349 1%

④徴収不能引当金 △ 1 0% △ 36 0% △ 36 0%

⑤その他 6 0% 315 0% 356 0% 271,640 68% 348,768 50% 360,807 51%

398,622 100% 693,432 100% 708,114 100% 398,622 100% 693,432 100% 708,114 100%

住民一人当たり

資産の部 216 万円 375 万円 383 万円 負債の部 69 万円 186 万円 188 万円

純資産の部 147 万円 189 万円 195 万円

（１）‐(１)有形固定資産 ①事業用資産 ： 庁舎や学校などの有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　 ②インフラ資産 ： 道路や河川などの社会基盤となる資産

　　　　　　　　　　　　　　 ③物品 ： 器具備品や機械装置などの資産

（１）‐(2)無形固定資産　　　　ソフトウェア等無形の資産

（１）‐(3)投資その他の資産　①投資及び出資金 ： 運用目的の有価証券や出資金等の資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②長期延滞債権 ： 税等の未収金や貸付金などの回収期限到来後１年を経過した資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③基金 ： 特定の目的のために積立した資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ④徴収不能引当金 ： 長期延滞債権や長期の貸付金に対して徴収不能とみられる金額を見積り引当した金額

（２）流動資産　　　　　　　　　　①現金預金 ： 形式収支額（歳入歳出の差し引き額）や歳計外現金などの現金や預金の資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②未収金 ： 税収や使用料手数料のうち回収期限到来後１年を経過していない資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③財政調整基金等 ： 財政調整基金や１年以内に地方債の償還に充てられる減債基金

（１）固定負債　　　　　　　　　　　①地方債等 ： 地方債・借入金残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　②退職手当引当金 ： 将来の退職者に対する給付すべきこととなる退職金の引当額

（２）流動負債　　　　　　　　　　　①１年内償還予定地方債等 ： 地方債・借入金残高のうち翌年度償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　②未払金 ： 企業会計団体の財貨または用役の提供を受けたが、支払が済んでいない残高

◎　純資産合計　　　　　　　　　　これまでの世代が負担して蓄積された資産

※　令和５年１月１日の上越市の人口： 人

令和５年３月３１日現在に保有する資産、負債、純資産を表示したもので、地方自治体が、住民サービスを提供するために保有している資産と、その
資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかについて、総括的に示したものです。行政的には、資産は、サービス提供能力を示し、負債
は、将来世代の負担を示し、純資産は、現在までの世代の負担と捉えます。

資産の部 負債の部

項目
一般会計等 全体 連結

項目
全体 連結一般会計等

184,941

 

資産の部合計

連結一般会計等項目

　今までに上越市では、一般会計等ベ－スで3,986億円、全体ベースで6,934億円、連結ベースで7,081億円の資産を形成してきています。

　そのうち、純資産である、2,716億円（一般会計等）、3,488億円（全体）、3,608億円（連結）については、これまでの世代の負担で支払いが済んでおり、負債であ
る1,270億円（一般会計等）、3,447億円（全体）、3,473億円（連結）について、これからの世代が負担していくことになります。

項目 一般会計等 全体 連結

負債の部合計

純資産の部

純資産の部合計

負債・純資産の部合計

全体

概 要

項目の説明
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（2）行政コスト計算書（令和4年4月1日から令和5年3月31日）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率

94,153 103% 148,277 117% 174,322 116%

16,456 18% 18,355 14% 24,864 17%

37,672 41% 58,763 46% 61,173 41%

うち減価償却費 13,570 15% 24,000 19% 24,541 16%

1,046 1% 2,790 2% 3,356 2%

38,978 43% 68,369 54% 84,930 57%

3,952 4% 22,123 17% 25,525 17%

884 1% 987 1% 992 1%

0 0% 3 0% 104 0%

91,085 100% 127,139 100% 149,686 100%

１　経常費用　 ①人件費 ： 職員給与や議員報酬、退職給付費用など
　　　　 ②物件費等 ： 備品や消耗品、委託費、使用料施設等の維持修繕に係る経費や事業用資産の減価償却費など

③その他の業務費用 ： 地方債、関係団体の借入金の償還利子や徴収不能引当金繰入額など
④移転費用 ： 住民への補助金や児童手当、生活保護費などの社会保障費など

２　経常収益　 施設を使用した際に徴収する使用料や証明書の発行手数料、財産売払収入、雑入など
３　臨時損失　 災害復旧事業費、資産の除売却損など臨時に発生するもの
４　臨時利益　 資産の売却益など臨時に発生するもの

①　人件費

②　物件費等

③　その他の業務費用

④　移転費用

　行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスなどの提供といった資産形成に結びつかない行
政サービスに要したコストを人件費、物件費、その他の業務費用、移転費用に区分して表示したものです。

項目
一般会計等 全体 連結

１　経常費用　計　(行政コスト総額)

　令和４年度の純行政コストは、一般会計等ベ－スで911億円、全体ベース1,271億円、連結ベースで1,497億円になります。

２　経常収益

３　臨時損失

４　臨時利益

純行政コスト

項目の説明

概 要
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（3）純資産変動計算書（令和4年4月1日から令和5年3月31日）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率

前年度末純資産残高 276,513 - 350,826 - 359,348 -

91,085 100% 127,139 100% 149,686 100%

86,508 95% 124,745 98% 146,699 98%

62,713 69% 76,370 60% 86,454 58%

23,794 26% 48,375 38% 60,245 40%

本年度差額 △ 4,577 △5% △ 2,394 △2% △ 2,987 △2%

２　資産評価差額 15 0% 15 0% 14 0%

３　無償所管替等 0 △ 119 0% 516 0% 516 0%

４　その他の純資産変動額 △ 193 0% △ 193 0% 3,916 3%

本年度純資産変動額 △ 4,874 △5% △ 2,057 △2% 1,459 1%

本年度末純資産残高 271,640 - 348,768 - 360,807 -

※固定資産等の変動（内部変動）・固定資産等形成分 △ 11,520 - △ 16,121 - △ 16,601 -

・有形固定資産等の増加 3,868 - 9,369 - 9,600 -

・有形固定資産等の減少 14,167 - 24,703 - 25,246 -

・貸付金・基金等の増加 3,711 - 4,335 - 4,713 -

・貸付金・基金等の減少 4,932 - 5,123 - 5,668 -

住民一人当たり

49 万円 69 万円 81 万円

47 万円 67 万円 79 万円

△ 2 万円 △ 1 万円 △ 2 万円

１　財源　 ①税収等 ： 市税や利子割交付金などの交付金、特別会計の保険料等の収入など
　　 ②国県等補助金 ： 国や都道府県からの補助金収入

２　資産評価差額　有価証券等の評価差額など
３　無償所管替等　無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等など
※固定資産の変動有形固定資産・貸付金・基金等将来世代に対する資産形成の状況をいう

純行政コスト

　純資産変動計算書（ＮＷＭ）は、純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が年度中にど
のように増減したかを、①財源、②資産評価差額、③無償所管替等、④その他に区分して表示したものです。

項目
一般会計等 全体 連結

１　財源

①　税収等

②　国県等補助金

項目

　住民の皆さんが負担した市税や国県等補助金などの財源は、一般会計等ベ－スで865億円、全体ベースで1,247億円、連結
ベースでは1,467億円になります。

　純行政コストと財源に資産評価差額、無償所管替等を加減した本年度純資産変動額は、一般会計等ベ－スで△49億円、全体
ベースで△21億円、連結ベースで15億円であり、将来返済しなくてよい財産が一般会計等､全体で減少し、連結で増加したことに
なります。

　また、将来の世代に対する固定資産の変動状況ですが、一般会計等ベ－スで△115億円、全体ベースで△161億円、連結ベー
スで△166億円となり､一般会計等､全体、連結すべてで減少しました。

全体 連結

１　純行政コスト

２　財源

３　本年度差額　(２財源－１純行政コスト)

一般会計等

項目の説明

概 要
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（４）資金収支計算書（令和4年4月1日から令和5年3月31日）

（単位：百万円）

（注）うち、地方債等支払利息支出

５　本年度末歳計外現金残高 693 693 703

６　本年度末現金預金残高(４＋５) 6,687 22,635 24,060

③臨時支出 352 352 373

④臨時収入 0 0 53

②業務収入 89,032 142,020 167,372

　資金収支計算書は、１年間の資金の出入りを、現役世代に対する「業務活動収支」と、将来世代
に対する「投資活動収支」と、将来世代が負担すべき「財務活動収支」という三つに区分した計算書
です。

項目 一般会計等 全体 連結

(イ)業務活動収支（④-③+②-①） 8,271 17,319 17,485

①業務支出（注） 80,408 124,348 149,567

(ロ)投資活動収支（②-①） △ 1,004 △ 5,749 △ 5,776

①投資活動支出 7,403 13,369 13,857

27,178 27,784

②投資活動収入 6,399 7,621 8,081

7,267 11,571 11,708利払後基礎的財政収支(イ＋ロ)

１　本年度資金収支額(イ＋ロ＋ハ) △ 248 △ 419 △ 395

(ハ)財務活動収支（②-①） △ 7,515 △ 11,990 △ 12,103

①財務活動支出

②財務活動収入 9,918 15,188 15,681

17,433

２　前年度末歳計現金残高 6,241 22,361 23,745

４　本年度末歳計現金残高(１＋２)

0 6

5,994 21,942 23,357

３　比例連結割合変更に伴う差額 0

　利払後基礎的財政収支は、公債費を賄う財源となるものですが、一般会計等ベ－スで73億円、全体ベー
スで116億円、連結ベースで117億円でした。

363 1,711 1,714

イ-①業務支出 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの
　　　　　　　　　　（人件費、物件費、補助費、扶助費など）

イ-②業務収入 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入されるもの
　　　　　　　　　　（市税、保険料、使用料、手数料など）

ロ-②投資活動収入 ： 公共施設の資産形成の財源に充てられた補助金収入、土地などの固定資産の売却収入など

ハ-①財務活動支出 ： 地方債や借入金などの元本の償還

ハ-②財務活動収入 ： 地方債や借入金の収入

イ-③臨時支出 ： 行政サービスを行う中で、臨時的に支出されるもの（災害復旧事業費など）

イ-④臨時収入 ： 行政サービスを行う中で、臨時的に収入されるもの
　　　　　　　　　　（資産の売却に伴う収入など）

　令和４年度は、一般会計ベースで△2億円､全体ベースで△4億円、連結ベースで△4億円の資金が変動
し、期末資金残高は、一般会計等ベ－スで60億円、全体ベースで219億円、連結ベースで234億円になりま
した。

ロ-①投資活動支出 ： 公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの金融資産形成に支出したもの

項目の説明

概 要
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Ⅳ 分析比率

　・社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産と物品を地方債等などに

　　よってどれくらい調達したかを表します。

　　この指標が高いほど将来の世代が負担する割合が高いことを表します。

令和４年度 令和３年度 比較増減

一般会計等　 30.2% 31.3% △1.1%

全　体 33.3% 34.3% △1.0%

連　結 33.1% 34.2% △1.0%

　・企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど財政状況が

　　健全であるといえます。

　　総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合かを表します。

令和４年度 令和３年度 比較増減

一般会計等　 68.1% 67.3% 0.8%

全　体 50.3% 49.4% 0.9%

連　結 51.0% 49.8% 1.1%

　・有形固定資産が耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過しているのかを全

　　体として把握することができます。

令和４年度 令和３年度 比較増減

一般会計等　 61.9% 60.0% 1.9%
一般会計等
(物品除く)

(61.5%) (59.6%) (2.0%)

全　体 51.0% 49.2% 1.9%

連　結 51.1% 49.2% 1.9%

　※財政状況資料集「（12）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表」の

　　有形固定資産減価償却率には、物品が含まれていないため、参考に物品を

　　除く有形固定資産減価償却率を記載。

　・行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負

　　担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に

　　対する受益者負担の割合を算出することができます。

令和４年度 令和３年度 比較増減

一般会計等　 4.2% 4.5% △0.3%
全　体 14.9% 13.1% 1.8%
連　結 14.6% 12.4% 2.2%

１．社会資本形成の世代間比率〔地方債等／（事業用資産＋インフラ資産＋物品）〕

２．純資産比率〔純資産／総資産〕

３．有形固定資産減価償却率 〔減価償却累計額÷(有形固定資産－土地等＋減価償却累計額)〕

４．受益者負担比率 〔経常収益÷経常費用〕
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